高知県薬用植物等活用促進費補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和４３年高知県規則第７号。以下「規則」という。）第２４条の規定に基づき、高知県薬用植物等活用促進費補助金（以下「補助金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。

（補助金の交付の目的）

第２条　補助金は、財団法人高知県牧野記念財団（以下「補助事業者」という。）が高知県立牧野植物園（以下「植物園」という。）において行う薬用植物等活用促進事業に要する経費について補助金を交付することにより、薬用植物等の分類研究及び栽培・利用技術の開発を図るとともに、そこから得た成果によって高知県の新たな地域産業の振興及び育成に寄与することを目的とする。

（補助対象等）

第３条　補助の対象は、植物園における薬用植物等活用促進事業(以下「補助事業」という。)を行うために必要な経費のうち、補助金の交付の対象として知事が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交付する。

２補助事業の補助率は定額とし、補助対象経費は別表に定めるとおりとする。
（補助金の交付の申請）

第4条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、別記第１号様式による補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。

２　補助事業者は、前項の補助金交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に１００分の２５を乗じて得た金額に補助　率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除免税額が明らかでない場合、この限りでない。

（補助金の交付の決定）

第５条　知事は、前条第１項の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは補助金の交付の決定を行い、当該補助事業者に対して交付決定通知書を送付するものとする。

（内容変更等の承認）

第６条　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事に別記第２号様式による補助金変更等承認申請書を提出し、その承認を受けなければならない。

（１）補助事業の計画内容を著しく変更するとき。
　（２）補助金額の２０パーセントを超える減額及び増額
（３）別表に掲げる経費区分間における増減であって、それぞれの配分額のいずれか低い額の３０パーセントを超える配分の変更

（４）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
（変更決定通知）

第７条　知事は、前条の内容変更等承認申請書の内容が適当であると認めるときは、当該変更等についての承認の決定を行い、当該補助事業者に通知するものとする。

２　前項の規定による承認には、必要に応じて条件を付し、これを変更することができる。

（補助事業に関する報告）

第８条　補助事業者は、補助事業を行う会計年度の９月３０日までの遂行状況について、当該年度の１０月３１日までに知事に別記第３号様式による補助事業遂行状況報告書を提出しなければならない。ただし、当該年度の９月３０日までに補助事業を完了し、又は廃止したときはを除く。

（実績報告）

第９条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。は、その完了した日から起案して３０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに別記第９号様式による補助事業実績報告書を知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、速やかに知事に報告し、協議の上その指示を受けなければならない。

２　第４条第２項ただし書のより補助金の交付申請をした補助事業者は、前項の実績報告書の提出に当たって当該補助金に係る消費税仕入控除額が明らかになった場合は、これを補助金額から控除して報告しなければならない。

３　第４条第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした補助事業者は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除額が確定した場合には、その金額を別記第５号様式による消費税仕入控除額等報告書により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。

（補助金の額の決定）

第１０条　知事は、前条の規定による報告を受けた場合は、報告書等の書類審査を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定内容に適合すると認めたときには、交付すべき補助金額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。

２　知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（補助金の支払）

第１１条　補助金は、前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。ただし、必要があると認めた場合は、当該経費について概算払をすることができる。

２　補助事業者は、前項の規定により補助金の概算払いを受けようとするときは、別記第６号様式による補助金概算払請求書を知事に提出しなければならない。

（成果の報告）

第１２条　補助事業者は、補助事業が完了した日の属する会計年度の翌年度から５年間、毎会計年度の終了の日から起案して３０日以内に、当該補助事業に係るそれぞれ過去１年間ごとの研究成果及び産業化状況について、別記第７号様式による研究成果報告書を知事に提出しなければならない。

２　補助事業者は、前項の規定により報告をした場合は、その証拠となる書類を当該報告に係る会計年度の終了後３年間保管しなければならない。

（財産の管理及び処分）

第１３条　補助事業者は、補助事業が完了した後も、当該補助事業により取得し、又は効用の増加した機械等の物品（以下この条において「財産」という。）を善良な管理者の注意をもって、管理しなければならない。

２　財産のうち、規則第１９条第１項第２号及び第３号の規定に基づき知事が処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の財産とする。

３　補助事業者は、前項の規定により処分を制限された財産を処分しようとするときは、あらかじめ別記第８号様式による処分申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

４　知事は前項の規定により承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。

（知的所有権等に関する届出）

第１４条　補助事業者は、補助事業に基づいた研究成果、技術の開発、改良等に関して、特許権、植物新品種の保護等の知的所有権（以下「知的所有権」という。）を補助事業年度又は補助事業年度の終了後５年以内に出願し、若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し、若しくは実施権等を設定した場合は、速やかに知事に報告するとともに、第９条第１項の補助事業実績報告書又は第１２条第２項の研究成果報告書にその旨を記載しなければならない。

（収益納付）

第１５条　知事は、前条に規定する事項に関して、提出された補助実績報告書又は研究成果報告書により、補助事業者等が当該補助事業に基づく研究成果の産業化、知的所有権の譲渡又は実施権の設定その他当該補助事業に基づく成果の他への供与による収益が生じたと認めたときは、補助事業者に対し、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができる。

（関係書類の保管）

第１６条　補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を整理し、補助事業の完了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。

（グリーン購入）

第１７条　補助事業者は、補助事業による事業の実施において物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グリーン購入基本方針」に基づき環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）

第１８条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定によるに規定する非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。

（その他）

第１９条　規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し、必要な事項については知事が別に定める。

附　則
　１　この要綱は、平成２３年４月1日から施行する。

　２　この要綱は、平成２６年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第９条第３項、第１２条から第１６条まで及び第１８条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

別表（第３条、第６条関係）　

	区　　　　分
	１人件費

２賃金

３旅費

４報償費

５需用費

６備品購入費

７役務費

８使用料及び賃借料

９１から８まで掲げるもののほか、知事が特に必要と認める経費


